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第１０回アジア原子力協力フォーラム（FNCA） 

大臣級会合の結果概要について 
 

平 成 ２ １ 年 １ ２ 月 ２ ２ 日 

内閣府 原子力政策担当室 

 

１．開催日時：２００９年１２月１６日（水） ９：３０－１７：１５ 

２．開催場所：東京 三田会議所 国際会議室 

３．参加国：１０カ国（日本、オーストラリア、バングラデシュ、中国、インドネシア、

韓国、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナム）（添付資料１） 

４．概要： 

東アジア等の大臣級代表（大臣４ヵ国、副大臣２ヵ国、研究機関長３ヵ国、

他）が一堂に会し、原子力分野での国際協力に関し幅広い観点から討議を

行い、以下の点を含む決議と会合サマリを採択した（添付資料２～５）。 

・ ＦＮＣＡで実施したケーススタディにおいて、気候変動枠組条約下のクリ

ーン開発メカニズム（ＣＤＭ）等に原子力発電を含める有益性が初めて

定量的に確認された。２０１３年以降の気候変動に関する国際的枠組の

議論において、クレジットメカニズムに原子力発電が組み込まれるよう、

国内及び国際社会への働きかけを行う。 

・ 原子力発電導入の基盤整備として、地震、津波等の自然災害に対する

原子力安全に係る知識共有の促進や、核セキュリティ及び核不拡散／

保障措置についての人材育成や技術基盤の整備を、既発電国が有す

る既存の機能を活用して実施する。 

・ 研究炉に関して、既存炉及び計画中の新設炉の効率的活用、それらに

よるアイソトープ（モリブデン９９を含む）及びシリコン半導体原料の製

造･供給に関するネットワークを含めた連携協力の可能性を検討する。

また、放射線利用技術の実用化に関する実用化促進フォーラムの開催

を検討する。 

なお、次回のＦＮＣＡ大臣級会合は、来年、中国において開催される予定。

以下、会合の結果詳細を報告する。 
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【会合結果詳細】 

 

（１）セッション１：開会セッション 

菅副総理より歓迎挨拶が行われた。菅副総理は、ＣＯ２を排出しない原子力を

「グリーンイノベーション」の重要な構成要素と位置付け、安全を大前提に原子力

発電を着実に推進することを表明すると共に、原子力を取り巻く世界情勢や、ＦＮ

ＣＡにおける１０年間の取り組みについて述べ、メンバー各国が今後もＦＮＣＡ活

動へ積極的に参加・協力するよう要請した。続いて、出席者の自己紹介、大臣級

会合の準備会合として前日１５日（火）に行われた上級行政官会合（ＳＯＭ）の結

果報告（日本・梶田内閣府官房審議官）が行われた。 

 

（２）セッション２：カントリーレポート 

前半のセッション２－１では、冒頭にＩＡＥＡ天野事務局長のビデオメッセージが

上映され、続いてオーストラリア、バングラデシュ、中国、インドネシア、日本の順

に、各国の原子力発電や放射線利用に関する活動が報告された。我が国からは

近藤委員長が報告を行った。後半のセッション２－２では、韓国、マレーシア、フィ

リピン、タイ、ベトナムから報告がなされた。天野事務局長メッセージ及び各国の

報告概要は下記の通り。 

 

①天野ＩＡＥＡ事務局長（ビデオメッセージ） 

ＩＡＥＡとＦＮＣＡは、原子力エネルギーを効率的、効果的かつセキュアに、平和

利用に限定して推進するという共通の目的を持っている。今後、アジアは世界の

中で大きな役割を果たすと考えており、技術開発の面でも、例えば高速炉開発

について中国のＣＥＦＲや日本のもんじゅ、インドの５００ＭＷ炉等が注目される。

ＩＡＥＡは新しく原子力発電を導入しようとする各国のニーズに合わせて基盤整備

に協力している。また、技術協力プログラムでは、発電だけでなく食料や水、健

康等に寄与することを目指している。さらに、現役世代の引退に伴う人材育成も

重要な課題である。ＩＡＥＡは様々な人材育成プログラムを持っており、ＦＮＣＡに

もＩＡＥＡの恩恵を享受してほしい。韓国やＥＵとはインターネットを使った教育トレ

ーニングコースで協力している。 

原子力発電を行う国は、平和利用のために安全性とセキュリティの規格にレ

ベルを合わせることが重要であり、国際条約でそのような安全性とセキュリティを

担保している。まだ条約を締結していない国は早期に締結してほしい。また、ア

ジア安全ネットワーク（ＡＮＳＮ）を通じてそれらを実現していってほしい。 
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②オーストラリア 

現政府には原子力発電導入の計画はない。しかし、エネルギー需要が急増し、

オーストラリア以上に代替エネルギー源が制限される国々のニーズを認識して

おり、地球規模のエネルギー・ミックスにおいて、原子力発電が重要な位置を占

めることを受け入れている。このような観点から、綿密な環境保護と安全性の配

慮を前提に、ウラン供給を継続していくこととしている。温暖化ガス放出低減につ

いては、現状は２０２０年までに５％減であるが、コペンハーゲンで合意がなされ

れば２５％減まで対応する予定である。また、２０２０年までに２０％の再生可能

エネルギー導入も政府の目標になっている。 

ＯＰＡＬ研究炉での中性子計測研究に追加予算が新規に認められ、気候変動

や環境問題等への研究拡大が期待されている。ＦＮＣＡの活動では、原子力安

全文化プロジェクトを引き継ぐ形で新たに承認された安全管理システムプロジェ

クトを主導し、２０１０年２月にシドニーで第１回ワークショップを開催予定である。

また、放射線防護・廃棄物管理、放射化分析、及び人材養成の各プロジェクトに

も参加する。さらにＦＮＣＡとＲＣＡとの協力計画も支援していく。 

 

③バングラデシュ 

現政府は、独立５０周年の２０２１年までに、技術的に先進し繁栄した国への

発展を目指した「デジタル・バングラデシュ」の構築を宣言している。目標は、貧

困の排除と持続可能な発展であるが、このためには、経済性、環境、安全性お

よびエネルギー安全保障の観点から、原子力は不可欠な選択肢と考えている。

同時に、多くの親交ある原子力発電プラント供給国と覚書を取り交わし、基盤整

備を強化する活動を進め、サイト開発の計画も進捗している。原子力発電導入

では、人材育成は依然として最も重要な課題と認識しており、ＦＮＣＡ加盟国内で

のより一層の協力が必要である。また、原子力をＣＤＭに含める努力も必要と考

えている。 

 

④中国 

中国政府とＩＡＥＡ共催の「２１世紀の原子力エネルギー」閣僚級会合（２００９

年４月）では、８０余カ国から８００人以上の参加があり、原子力開発への確固た

る確信が表明された。政府は、２０２０年までに２００５年のＧＤＰ当たりの炭素放

出量の４０％～４５％低減に対応するとしている。これは、新たな原子力発電開

発の機会をもたらすものである。現在１１基９．１ＧＷｅが運転中、さらに２４基２５．

４ＧＷｅの設備容量が承認されている。２０２０年には４０ＧＷｅが運転中で、１８Ｇ

Ｗｅが建設中の予定である。また、過去５０年の努力の結果、ウラン探鉱・採鉱、
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転換、濃縮、燃料加工の技術を習得し、ほぼ完全な原子力産業システムを確立

している。さらに、放射性廃棄物の問題解決のため、施設解体、再処理、廃棄物

処分にも注力している。また、原子力安全と緊急時対応の重要性から、ＩＡＥＡの

安全条約に加盟している。２００９年１１月には、初めて緊急時訓練を、日本、韓

国、ＩＡＥＡの視察の下に実施した。ＦＮＣＡ活動では、２０００年の発足以来、研究

炉の活用など８分野を中心に実りある協力を遂行してきており、これまで豊富な

経験を得てきた。今後、核医学、放射線の農業利用など放射線技術応用の研究

活動に、中国の専門家や研究者が一層参加するよう呼びかけていく。一方、中

国は、他の途上国同様に、研究し決着させるべきエネルギー開発や環境改善の

経済的及び技術的問題に直面している。中国は、広くアジアの国々と、原子力

分野での情報交換や協力を望むものである。 

 

⑤インドネシア 

２０１０－２０１４年の中期開発計画では、科学技術は、持続可能な繁栄と国家

の文化生活のために主要な役割を果たすとされている。研究技術省は、科学技

術政策のレビューを行う責任があり、６つの優先度の高い分野に焦点を置くこと

としている。原子力科学技術はそのうちの少なくとも４分野：食料・農業、エネル

ギー、保健、医療に含めることとされている。２００７年に制定されたＡｃｔ１７の法

律では、安全を前提に２０１５－２０１９年に最初の原子力発電が利用できること

が明記されている。原子力発電の国の規制の準備に関しては、原子力規制庁

（ＢＡＰＥＴＥＮ）が、許認可と検査に必要となる人材育成を含め、全体の基盤整備

計画を開始している。１９８２年以来成功裡に遂行されてきた、照射誘起による

突然変異育種に関する全ての発明に対して、政府は原子力庁（ＢＡＴＡＮ）を農業

革新賞２００９として表彰した。アイソトープ生産に関しても、低濃縮ウランを用い

たテクネチウムジェネレーターの開発に成功している。人材育成は、依然としてＦ

ＮＣＡ加盟国の一般的課題であり、人材育成プロジェクトを最優先して進めるべ

きである。また、すべてのＦＮＣＡ加盟国はＡＮＳＮを活用すべきである。 

 

⑥日本 

商用発電炉は現在５３基、４８ＧＷｅが運転中であり、発電量全体の２６％、一

次エネルギー全体の１０％を供給している。これに加えて３基が建設中、さらに３

基が設置許可申請中である。今後１０年間で９基の商用炉が運転開始する見込

みであり、また、ＭＯＸ燃料を用いた発電も並行して進められている。研究開発で

は、２０５０年の実用化に向けて高速炉、核燃料サイクルの開発をすすめており、

放射線利用では、高崎研イオン照射研究施設（ＴＩＡRＡ）、重粒子ガン治療施設
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（ＨＩＭＡＣ）、大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）等の多様な施設がある。核セ

キュリティに関しては、ＩＡＥＡの「核物質と核施設の防護(ＩＮＦＣＩＲＣ／２２５／Ｒｅｖ

4)」を重視している。また、核セキュリティ基金等を通じて、アジアでの核セキュリ

ティにも貢献している。ＩＡＥＡのセミナー開催なども続けたい。新規導入各国での

原子力導入のための基盤整備にも協力したいと考えている。 

 

⑦韓国 

地域の原子力利用を推進するために、ＦＮＣＡは重要な枠組みであり将来に

亘ってもその役割は継続するものと期待される。韓国もまた積極的に貢献し、国

際協力に参加していく所存である。人材育成は、如何なる国においても、原子力

エネルギー導入成功の要の要因であり、国際的共同体の支援は決定的役割を

果たすと信じている。韓国は、アジア原子力教育ネットワーク（ＡＮＥＮＴ）、国際原

子力安全スクール（ＩＮＳＳ）、及び国際原子力安全上級者プログラムを通じて、

専門家の育成と知識管理に関して、新規参入国を支援する努力を既に開始して

いる。韓国は、原子力新規参入者の訓練プログラムを支援するため、来年初め

にＩＡＥＡに特別な貢献をすることを計画している。韓国政府は、経済成長と安心

できる環境の入念なサイクルの確立、いわゆるグリーン・グロースに強く関与す

ることを宣言しており、２０３０年まで原子力施設の増設を継続することを計画し

ている。現在２０基の原子力発電で総発電量の３６％を賄っているが、２０３０年

末には、５９％になる見込みである。また、今年、韓国は、国際原子力規制者会

合（ＩＮＲＡ）を成功裡に開催した。さらに、昨年８月には、トップ規制者会合をソウ

ルで開催している。一方で、放射線と放射性アイソトープの医療利用に関する研

究も進めている。この活動のひとつとして、放射性アイソトープの生産、Ｒ＆Ｄと

医療処置等のために、７つのサイクロトロン・センターを整備した。韓国は、第２

回放射線研究に関するアジア会議（ＡＣＲＰ２００９）を主催している。ＦＮＣＡ創設

の１０周年に当たり、アジア地域の原子力エネルギー利用にＦＮＣＡが重要な役

割を果たして行くことを信じている。 

 

⑧マレーシア 

マレーシアのエネルギー供給は、２０００年に策定された５種燃料多様化政策

（石油、水力、天然ガス、石炭、再生可能エネルギー）に基づいている。２００８年

のマレーシア半島の電力は６４％が天然ガス、２７％が石炭、７％が水力、１％

以下が再生可能エネルギーによる。最近の調査によれば、マレーシアは、２０２

０年以降にはエネルギー輸出国から輸入国になると見られている。２００９年６月、

政府は、原子力を２０２０年以降のマレーシア半島の燃料選択肢とすることを決
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定した。２０１０年-２０３０年の国のエネルギー政策の形成に関して、特に電力部

門の将来のエネルギー・ミックスの包括的評価を進めている。原子力導入に必

要となる基盤整備等の包括的な検討を始めたところである。ＩＡＥＡの勧告で示さ

れている Nuclear Energy Program Implementation Organization (ＮＥＰＩＯ)のよう

な機関をとおして検討を進めることを考えている。原子力発電計画を支援するた

めの国家人材育成のロードマップも策定している。加えて、既存の原子力法・規

制法に関して、包括的な規制システムの構築も考慮して検討を進めている。喫

緊の課題がＰＡの確保である。マレーシアは、ＦＮＣＡの将来活動として次の事項

を提案する。a) 既存の政府間協力を補完するため関連する民間産業組織での

ＦＮＣＡビジネスフォーラムの創設、b) 原子力発電プログラムでのＦＮＣＡ加盟国

間での強力な支援構想、c) 既存のＦＮＣＡプロジェクト等を通じた公衆への情報

公開の強化、d) ＦＮＣＡ加盟国間で核燃料サイクルと関連する支援に関する地

域多国間協力の検討と開発、e) アジア原子力教育訓練プログラム(ＡＮＴＥＰ)の

下での人材育成計画の詳細な調整、f) 将来ＦＮＣＡ協力における原子力技術と

バイオ技術の融合の検討、g) ＦＮＣＡ加盟国によるＦＮＣＡプロジェクトの活動へ

の積極的な参加の促進である。 

 

⑨フィリピン 

原子力科学技術は、大統領調整Ｒ＆Ｄ評議会（ＰＣＣＲＤ）が指摘している重点

戦略分野のうち保健、農業、環境および天然資源の分野に間接的に関わってい

る。また、国のエネルギー政策には、その独立性が根幹にある。即ち、２０１０年

までに６０％の自主供給および世界的に競争力のあるエネルギーであることを

目指している。このうち代替電力としての原子力発電は１９８５年までエネルギ

ー･ミックスに組み入れられ、バターン原子力発電所 (ＢＮＰＰ)の運転開始まで漕

ぎ着けたが、１９８６年の政権交代で、封印された経緯がある。最近の石油の高

騰や気候変動への対応から原子力発電が見直されＢＮＰＰの再稼動が浮上して

いる。しかし、再稼動のための法律は、議会で留保され、独立の規制機関を創

設する包括的な原子力法も検討中である。ＫＥＰＣＯとの覚書の範囲内では、Ｂ

ＮＰＰ再稼動の検討は完了している。１９９８－２０３５年のエネルギー計画でも、

２０３５年までに４基２４００ＭＷ設備容量の原子力発電が計画されていた。 

原子力科学技術は、農業、保健、地球･海洋科学、物質科学、製造･プロセス

工学、環境の分野で継続して応用が進捗している。ＦＮＣＡの枠組みでは、農業

分野ではバイオ肥料等、環境分野では地下水系の評価への同位元素の応用等

で成果を挙げている。 
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⑩タイ 

原子力発電計画に着手しようと考えているアジアの一国として、最近タイでは、

長い間継続してきた原子力平和利用の推進政策が再活性化している。タイ政府

は、最初の原子力発電プラントを２０２０年および２０２１年にそれぞれ１基、合計

２基、設備容量２０００ＭＷｅを建設することを目標に据えている。また、政府は、

エネルギー省の下に原子力発電開発局（ＮＰＰＤＯ）の設置を承認した。この組

織が原子力発電基盤整備の調整機関として、適切な技術選択、安全性、廃棄物

処分問題、規制基盤、法的枠組、そして人材育成に責任を持つタイの他の機関

の間の調整を行う。２０１０年５月終了の計画でフィージビリティ・スタディも進め

ている。タイは、ＦＮＣＡ加盟国のエネルギー確保と地球温暖化対策として、原子

力発電の導入推進に対するＦＮＣＡの役割を認識している。また、地域の原子力

安全ネットワークを確立するため、ＦＮＣＡとＡＮＳＮの密接な協力を支援する。放

射線利用については、長期にわたって多くの分野で活動しており、ＦＮＣＡ加盟国

の協力は重要なメカニズムである。 

 

⑪ベトナム 

原子力発電に関しては、長期的な開発に必要な全ての課題に対応しつつある。

本年１１月２５日、国会において総議員の７７．４８％の同意を得て、４基４０００Ｍ

Ｗｅ設備容量の最初の原子力発電プラントをニントゥアン省（Ninh Thuan 

Province）に建設する議決が承認された。最初の１基は２０１４年に建設開始し、

２０２０年に運転開始を予定している。このような状況下で、ＩＡＥＡの基盤整備１９

項目のガイダンスと合致した国の基盤整備を早急に進めなければならない。具

体的な基盤としては、原子力法と規制枠組みの改正、人材育成、研究開発能力

の増強などである。一週間前のことであるが、ＩＡＥＡの統合原子力基盤レビュー

（ＩＮＩＲ）ミッションが、国の原子力基盤の現状を評価するために来訪した。ＩＮＩＲ

の専門家は、ベトナムの努力を高く評価している。ＣＤＭに関しては、国際共同

体が、気候変動に関する共同調整機関を設置し、海水の水位上昇などの気候

変動の影響を受ける国々の支援計画を策定することを提案する。 

ベトナムでは、原子力利用のもうひとつ重要な分野に放射線と放射性アイソト

ープの利用がある。２００９年には、三つのＰＥＴ・サイクロトロン･センターを建設･

運用開始した。放射線突然変異技術の応用として、米、大豆、トマト等の新種開

発に応用されている。国内では、照射技術は、ある種の産業規模のセンターでブ

ランチ化している。 
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(３)セッション３： ＦＮＣＡ活動報告 

  ２００９年度のＦＮＣＡにおける活動に関して、以下の３つの報告が行われた。 

 

①プロジェクト活動報告と年次計画 

町 FNCA 日本コーディネータより、２００９年度のＦＮＣＡプロジェクト（８分野１１

プロジェクト）の活動報告及び本年度の年次計画の提案が行われた。農業・工業

分野、医療分野、研究炉利用、放射性廃棄物管理、原子力広報、原子力安全文

化、及び人材養成の各分野について、最近の活動状況報告がなされた。 

ＦＮＣＡ活動の２００９年度年次計画及び２０１０年度の会合予定は、全会一致

で承認された。 

 

②基盤整備パネル会合 

本年７月に実施した「原子力発電のための基盤整備に向けた取組に関する検

討パネル」第１回会合の成果について、同会合議長の伊藤原子力委員より報告

が行われた。パネル会合において、従来のテキストやセミナーでは得られない、

原子力発電導入初期の成功や失敗事例を含む実際の経験に基づく教訓がメン

バー国の間で共有され、有意義であったことが報告された。 

 

③ＣＤＭケーススタディ結果 

本年４月から実施したＣＤＭケーススタディの結果について横尾内閣府参事官

補佐が報告を行った。ケーススタディにはインドネシア、マレーシア、フィリピン、

タイが参加し、各国状況に応じて適切に選択した前提条件を用いて、１００万ｋＷ

級原子力発電所を１基建設した場合のＣＯ２削減量及び経済性評価を行った。

各国間でばらつきはあるものの、総体的に原子力発電によって大幅なＣＯ２放出

量の削減が可能なことを改めて示した。また、炭素クレジットの価格によってはＣ

ＤＭによる大きな経済性の向上が期待できることを示唆した。また、排出量削減

を達成するために国際協力を推進するよう設計された「クレジットメカニズム」（Ｃ

ＤＭを含む）に原子力発電を含めることが効果的であることが提案されるとともに、

国連気候変動枠組条約（ＵＮＦＣＣＣ）下の会合や他の国際交渉において努力の

必要性が指摘された。 

 

(４)セッション４：円卓討議１「原子力エネルギー利用促進のためのさらなる協力」 

近藤委員長からリードスピーチが行われ、以下の２点が論点として提案された。 

 

①原子力発電の基盤整備に関して、ＦＮＣＡとしての各国への支援や基盤整備
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パネルの効果的運用、原子力安全、核セキュリティ、及び核不拡散／保障措

置（３S）の確保のために各国が取り組むべき協力の強化、特に、地域に固有

の課題である地震や津波等に対する安全確保対策について知見共有、及び

核セキュリティと核不拡散／保障措置を確保するための基盤の整備や強化

のためにいかに人材育成や技術基盤の整備を行うべきか。 

②ＣＤＭケーススタディ結果を踏まえて、ＵＮＦＣＣＣ枠組の下の２０１３年以降

の国際的枠組みにおいて、ＣＤＭを含むクレジットメカニズムに原子力発電を

含めるために、ＦＮＣＡとしてどのように取組むべきか。 

 

議論の結果、地震、津波及び火山噴火等の自然災害に対する知見共有の進

め方、及び各国それぞれの強みを生かしたＦＮＣＡ活動強化の進め方について、

その具体化に向けた検討を２０１０年３月に予定されている第１１回コーディネー

タ会合で討議することとなった。また、原子力発電をクレジットメカニズムに含める

ための活動については、各国が自国内（特に環境行政部門）及び国際社会にお

ける議論に向けて協力して準備をすすめることとした。 

 

(５)セッション５：円卓討議２「放射線・アイソトープ応用促進のためのさらなる協力」 

日本・町コーディネータからリードスピーチが行われ、日本以外のメンバー国に

よる費用面も含めた積極的なプロジェクト主導、モリブデン９９供給不足や半導体

製造プロセスでの中性子ドーピング施設不足を解消するための研究炉共同利用、

原子力発電のための人材養成強化、工業や農業分野で実用化推進のためのフ

ォーラムの設置等が提案された。 

議論の結果、医療用アイソトープ供給や半導体製造への活用を含む研究炉活

用協力をメンバー国のネットワークを通して最適な形で行うこと、大型施設の国

際共用促進を検討すること、ＦＮＣＡ等で開発した原子力技術をどのように実用化

していくかについて情報や経験を共有する実用化促進フォーラム（フィリピン提

案）や関連する業界団体や企業と合同で行うビジネスフォーラム（マレーシア提

案）の開催等が提案された。中国から、現在建設中の６０ＭＷ研究炉が来年臨界

になるのに合わせてセミナーを開催したいとの提案や、秦山ＣＡＮＤＵ炉で製造し

たコバルト６０供給計画の紹介等もあった。 

 

 (６)セッション６：決議及び会合サマリに関する討議 

梶田審議官より、今回大臣級会合の決議案及び会合サマリ案の説明が行わ

れ、内容につき議論が行われた。その結果、一般事項および非発電分野の７項

目については１０カ国全部により、また発電関連の２項目（第８、９項）については

オーストラリアを除く９カ国によって活動をするという内容で採択された。（添付資

料３（英文）、添付資料４（和文仮訳）） また、会合サマリについても、議論の結果

を反映して承認された。（添付資料５） 
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（７）セッション７：閉会セッション 

議長であるベトナムのヴォン・フー・タン原子力機構委員長より、セッション６で

採択された決議および会合サマリについて確認がなされた。 

次に、中国の陳求発国家原子能機構（ＣＡＥＡ）主任より、次回開催国挨拶が

行われ、来年１１月か１２月に第１１回FNCA大臣級会合を中国で開催予定である

ことを述べるともに各国に積極的な参加を要請した。 

最後に近藤委員長より閉会挨拶が行われた。 

                        以 上 
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第１０回アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）大臣級会合 

各国代表出席者 

 

①オーストラリア 

・Dr. Ronald HUTCHINGS（ロナルド・ハッチングス） 

オーストラリア原子力科学技術機構専務理事代理  

②バングラデシュ 

・Mr. Yeafesh OSMAN（ヤーフェシュ・オスマン） 

バングラデシュ科学・情報・通信技術省大臣  

③中  国 

・Mr. CHEN Qiufa（チェン・チュウファ） 

中国国家原子能機構主任  

④インドネシア 

・Dr. Hudi HASTOWO（フディ・ハストウォ） 

インドネシア原子力庁長官  

⑤日 本 

・菅直人 

副総理兼内閣府特命担当大臣（科学技術政策） 

・近藤駿介 

 内閣府原子力委員会委員長 

⑥韓 国 

・Mr. Lee Sang-Mok（イ・サンモク） 

韓国科学技術部副大臣  

⑦マレーシア 

・Dr. Maximus Johnity ONGKILI（マキシマス・ジョニティ・オンキリ） 

マレーシア科学技術革新省大臣  

⑧フィリピン 

・Dr. Estrella F. ALABASTRO（エストレラ・ファゲラ・アラバストロ） 

フィリピン科学技術省大臣 

⑨タ  イ 

・Dr. Suchinda CHOTIPANICH（スチンダ・チョーティパニット） 

タイ科学技術省事務次官  

⑩ベトナム 

・Dr. Vuong Huu Tan（ヴォン・フー・タン） 

ベトナム原子力機構委員長  

添付資料１
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第１０回アジア原子力協力フォーラム（FNCA）大臣級会合（１２月１６日）プログラム 

 

主   催：内閣府 原子力委員会 

会合議長：菅直人副総理兼内閣府特命担当大臣（科学技術政策） 

 

        セッション１：開会（冒頭プレスオープン） 

議長：近藤駿介原子力委員長（日本） 

・開会＆歓迎挨拶（日本・菅大臣） 

・参加者紹介 

・上級行政官会合結果報告及びアジェンダ確認 

（日本・梶田直揮内閣府官房審議官） 

        セッション２－１：カントリーレポート（１）および IAEA メッセージ 

議長：イ・サンモク教育科学技術部副大臣（韓国） 

・IAEA ビデオメッセージ（天野之弥ＩＡＥＡ事務局長） 

・各国発表（オーストラリア、バングラデシュ、中国、インドネシア、 

日本（近藤委員長）） 

        セッション２－２：カントリーレポート（２） 

議長：チェン・チュウファ国家原子能機構主任（中国） 

・各国発表（韓国、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナム） 

        セッション３：FNCA 活動報告 

議長：マキシマス・オンキリ科学技術革新大臣（マレーシア） 

・第１０回コーディネータ会合，プロジェクト進捗報告 

（町末男・日本 FNCA コーディネータ） 

・第１回基盤整備パネル会合報告 

（伊藤隆彦原子力委員、第１回パネル会合議長） 

・CDM ケーススタディ報告（横尾健内閣府参事官補佐） 

        セッション４：円卓討議：原子力エネルギー利用促進のためのさらなる協力 

議長：ヤーフェシュ・オスマン科学・情報・通信技術大臣（バングラデシュ） 

・リードスピーチ（近藤委員長）及び討議 

        セッション５：円卓討議：放射線・アイソトープ応用促進のためのさらなる協力 

議長：エストレラ・アラバストロ科学技術省長官（フィリピン） 

・リードスピーチ（町コーディネータ）及び討議 

        セッション６：決議及び会合サマリに関する討議 

議長：フディ・ハストォ原子力庁長官（インドネシア） 

・決議ドラフト提示（梶田審議官）、討議及び採択  

・会合サマリドラフト提示（梶田審議官）、討議及び採択 

        セッション７：閉会セッション（プレスオープン） 

議長：フォン・フー・タン原子力機構委員長（ベトナム） 

・決議および会合サマリ確認 

・次回開催国挨拶（中国・チェン・チュウファ国家原子能機構主任） 

・閉会挨拶（日本・近藤委員長） 

・共同記者会見（近藤委員長） 

 

添付資料２
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10th FNCA Ministerial Level Meeting 
Resolution 

 
We, the Heads of delegations of FNCA member countries, the Commonwealth of Australia, the 
People's Republic of Bangladesh, the People's Republic of China, the Republic of Indonesia, Japan, 
the Republic of Korea, Malaysia, the Republic of the Philippines, the Kingdom of Thailand, and the 
Socialist Republic of Vietnam,  
 
(1) Recognizing anew that under the agreed vision statement of “The FNCA is to be recognized as 

an effective mechanism for enhancing socio-economic development through active regional 
partnership in the peaceful and safe utilization of nuclear technology”, we have positively 
promoted cooperative activities on the use of radiation in the fields of agriculture, medical care, 
and industry, the utilization of research reactors, radioactive waste management, nuclear safety 
culture, public information, and human resources development for 10 years since the first 
FNCA Ministerial Level Meeting held in November 2000 in Thailand (Bangkok), and have 
achieved a number of results that are expected to produce positive socio-economic impacts, 

 
(2) Recalling that regarding the peaceful use of nuclear energy for sustainable development, we 

have held the panel meetings since 2004; 1) “Roles of Nuclear Energy for Sustainable 
Development in Asia”, and 2) “Study Panel for Cooperation in the Field of Nuclear Energy in 
Asia” including human resources development and nuclear safety for the introduction and 
expansion of nuclear power, and that the nine countries announced the Joint Communiqué on 
the Peaceful Use of Nuclear Energy for Sustainable Development at the 8th FNCA Ministerial 
Level Meeting in Tokyo, Japan on December 18, 2007, 

 
(3) Stressing that nuclear power is seen by many countries to be one of the practical means that can 

contribute to ensuring both the secure supply of energy and the reduction of greenhouse gas 
emissions in the course of realizing a low-carbon society, and that ensuring nuclear 
non-proliferation/safeguards, safety and security is the prerequisite for the promotion of nuclear 
power, 

 
(4) Noting that at the first meeting of the “Study Panel on the Approaches Toward Infrastructure 

Development for Nuclear Power” held on July 30 and 31, 2009, the practical experience of the 
countries that have already introduced nuclear power plants (China, Japan, and South Korea) and 
the needs of the countries that are planning to newly introduce nuclear power plants were shared 
among member countries, and that they exchanged meaningful opinions, 

 
(5) Noting that the case studies, which were conducted since April 2009 on the assumption of 

including nuclear power in the Clean Development Mechanism (CDM) under the United Nations 
Framework Convention on Climate Change (UNFCCC), have confirmed that nuclear power may 
have possible economic benefits and reduce greenhouse gas emissions, and also noting that 
crediting mechanisms including the CDM should be technology neutral and discussion on their 
improvement in the post 2012 international framework is going on, and, 

 
(6) Recognizing that nuclear technology can contribute to the reduction of hunger and poverty by 

increasing food production with radiation-induced mutation breeding, bio-fertilizer, radiation 
produced plant growth promoter and the sterile insect technique, etc., and emphasizing that 
nuclear technology can also save human lives through early diagnosis of diseases by 
radiopharmaceuticals and through radiotherapy for cancer,  

 

添付資料３
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Decided to work toward: 
 
1. Appreciating member countries mutually for the contributions they have made during the past ten 

years, and further promoting the cooperation in enhancing the peaceful use of nuclear technology 
for sustainable socio-economic development in member countries and in the Asian region in the 
future, 

 
2. Recognizing particular importance of nuclear safety among the infrastructure items, and 

promoting the sharing of knowledge on countermeasures against such natural hazards  as 
earthquakes and tsunamis, and strengthening cooperation in human resources development and 
technical infrastructure development with regard to nuclear security and 
non-proliferation/safeguards, 

 
3. Further strengthening activities of ongoing FNCA projects, more specifically, promoting revision 

or cessation of the projects based on the order of priority and contributions in each country, 
selection of effective methods of cooperation, changes of research subjects resulted from 
information exchanges with end-users, solution of problems for commercialization, and 
coordination with other regional cooperation programs, 

 
4. In order to further promote the radiation and isotope application, providing the business forum 

for enhancing commercialization and necessary assistance for end users (in the fields of 
agriculture, medical care, and industry) with tangible results of improvement in these 
applications. 

 
5. Investigating the possibility of enhancing collaboration among member countries in efficient 

utilization of existing research reactors as well as new ones under preliminary planning, which 
includes networks for manufacturing and supply of isotopes (including 99Mo) and silicon-base 
semiconductor materials 

 
6. Working on the exploration of new projects that will produce beneficial effects on public welfare 

and social economy, such as nuclear infrastructure development supports including those for 
legislative framework on nuclear safety, for safeguards, and so on, and 

 
7. Investigating the possibility of increasing member countries in the Asian region appropriately, by 

introducing the FNCA activities on the peaceful use of nuclear science and technology to the 
countries neighboring to the member countries, 

 
In addition, in order to implement the Joint Communiqué in 2007, the nine member countries 
who signed it decided to work toward: 

 
8. Reconfirming that infrastructure development including waste management is indispensable for 

newly introducing nuclear power, and continuously exchanging opinions concerning efficient and 
effective ways in infrastructure development by fully utilizing the Study Panel on the Approaches 
toward Infrastructure Development for Nuclear Power, and making positive efforts to effectively 
utilize the obtained knowledge and making available existing capabilities to new comers in the 
course of the respective country's infrastructure development, with consideration of the possible 
cooperation with IAEA 
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9. Recognizing anew that it is beneficial to include nuclear power into the crediting mechanisms 
which includes the CDM, and further recognizing the need to discuss among stakeholders and 
policy decision makers in each country, and working with the international community so that 
nuclear power will be included into the crediting mechanisms, in the post 2012 international 
framework on climate change. 

 
 

(EOD) 
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第１０回アジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）大臣級会合 

決議仮訳 

 

 我々、ＦＮＣＡメンバー１０ヶ国（オーストラリア、バングラデシュ、中国、インドネシ

ア、日本、韓国、マレーシア、フィリピン、タイ、及びベトナム）の代表は、 

 

（１）２０００年１１月にタイ（バンコク）で開催された第１回ＦＮＣＡ大臣級会合以降、１

０年間にわたり、｢原子力技術の平和目的に限定したかつ安全な使用によっ

て、積極的な地域のパートナーシップを通して、社会経済の発展に貢献する｣

という合意されたビジョン（理念）のもとで、農業・医療・工業の各分野での放射

線利用、研究炉の利用、放射性廃棄物管理、原子力安全文化、広報、及び人

材養成に関する協力活動を積極的に推進し、社会経済効果の期待できる多く

の成果を得てきたことを改めて認識し、 

 

（２）また、持続的発展のための原子力エネルギーの平和利用に関して、２００４年

以降に、アジアの持続的発展における原子力エネルギーの役割、及び原子力

発電導入・拡大に向けた人材養成と原子力安全に関するパネル会合を行った

こと、また、２００７年１２月１８日に日本（東京）で行われた第８回ＦＮＣＡ大臣級

会合において９ヶ国による「持続的発展に向けた原子力エネルギーの平和利

用に関するアジア原子力協力フォーラム（FNCA）共同コミュニケ」を発出したこ

とを思い起こし、 

 

（３）低炭素社会の実現に向けて、原子力発電はエネルギーの安定供給と温室効

果ガスの排出の削減の双方に貢献できる実用的な手段の一つであると多くの

国で考えられており、その推進のためには、核不拡散／保障措置、原子力安全

及び核セキュリティの確保が前提であることを強調し、 

 

（４）２００９年７月３０－３１日の「原子力発電のための基盤整備に向けた取組に関

する検討パネル」の第 1 回会合において、既発電国（日中韓）の実務経験、及び

新規導入国のニーズがメンバー国間で共有され、有益な意見交換がなされたこ

とを認識し、 

 

（５）原子力発電を、気候変動枠組条約（ＵＮＦＣＣＣ）の下でのクリーン開発メカニズ

ム（ＣＤＭ＝Clean Development Mechanism）に含めることを想定して２００９年４

月以降に実施したケーススタディにおいて、温室効果ガスの排出削減と経済面

添付資料４
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での効果があり得ると確認されたことを認識し、また、ＣＤＭを含むクレジットメカ

ニズムが技術中立的であるべきであり、２０１３年以降の国際的枠組について、

その改善の議論がなされつつあることを認識し、 

 

（６）原子力技術が、放射線育種、バイオ肥料、放射線照射による成長促進剤の合

成、及び不妊虫放飼法等を用いた食料増産を通じて、飢餓と貧困の減少に貢

献できることを認識し、また、放射性医薬品による疾病の早期診断及び放射線

によるがん治療を通じて人間の生命を救えることを強調し、 

 

以下に向かって活動することを決定した。 

 

１． これまでの１０年間における各国の貢献を相互に讃えるとともに、各国及びアジ

ア地域における社会経済の持続的発展のために、今後とも原子力技術の平和

的利用促進のための協力を一層推進すること。 

 

２．基盤整備の中でも、特に原子力安全の重要性を認識し、地震や津波等の自然

災害に対する対策について知見共有を促進すること。また、核セキュリティ、及

び核不拡散／保障措置について、人材育成や技術基盤の整備で協力を強化す

ること。 

 

３．ＦＮＣＡ既存プロジェクトについて活動内容の充実をさらに推進すること。具体的

には、各国から示された優先度や貢献の大きさを踏まえたプロジェクトの改廃、

効果的な協力手段の採用、エンドユーザーとの情報交換に基づく研究内容の

再設定、商業化に向けた課題の克服、他の地域協力プログラムの活用等を推

進すること。 

 

４．放射線・アイソトープ応用のさらなる促進のために、農業、医療、工業の分野に

おける商業化やエンドユーザーへの必要な支援を押しすすめるビジネスフォー

ラムを、これらの応用における改善の具体的な成果とあわせて提供していくこ

と。 

 

５．研究炉に関して、既存炉及び計画中の新設炉の効率的活用、それらによるアイ

ソトープ（９９Ｍｏを含む）及びシリコン半導体原料の製造･供給に関するネットワ

ークを含めた連携協力の可能性を検討すること。 
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６．原子力安全に関する法体系整備や保障措置の整備を含む原子力基盤強化プ

ロジェクト等、公共福祉と社会経済に有益な効果をもたらす新規プロジェクトの

発掘に取組むこと。 

 

７．ＦＮＣＡにおける原子力の平和的利用に向けた取組を、アジア地域の隣接する

国々に紹介し、活動の輪を適切に広げることを検討すること。 

 

加えて、２００７年の共同コミュニケの実行のため、これに署名した９ヶ国は、以下に

向かって活動することを決定した。 

 

８．原子力発電の新規導入において廃棄物管理を含む基盤整備が必要不可欠で

あることを改めて認識し、「原子力発電のための基盤整備に向けた取組に関す

る検討パネル」を活用しながら、効率的かつ効果的な基盤整備のあり方につい

て継続的に意見交換を行い、得られた知見の有効活用に積極的に取組み、ＩＡＥ

Ａとの連携も視野に入れつつ、それぞれの国の基盤整備の進展状況に応じて、

既存の能力を新規導入国に対して提供すること。 

 

９．ＣＤＭを含むクレジットメカニズムに原子力発電を含めることの有益性を認識

し、国内の利害関係者及び政策決定者達との議論の必要性をさらに認識する

こと。また、２０１３年以降の気候変動に関する国際的枠組の議論において、ク

レジットメカニズムに原子力発電が組み込まれるよう、国際社会への働きかけを

行うこと。 

 

 (了) 
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  Meeting Summary of the 10th Ministerial Level Meeting of the  
Forum for Nuclear Cooperation in Asia (FNCA) 

 
December 16th, 2009, Tokyo, Japan  

 
 

1. In Session 1, which was chaired by Dr. Shunsuke KONDO of Japan, Opening 
Remark was delivered by Mr. Naoto KAN, Deputy Prime Minister and Minister 
of State for Science and Technology Policy of Japan, representing the host of the 
10th FNCA Ministerial Level Meeting (MM). This was followed by the 
introduction of the Heads of the Delegations participating in the 10th MM and 
the rendering by Mr. Naoki KAJITA, Deputy Director General of Cabinet Office 
of Japan, of the Report from the Senior Officials Meeting, together with the 
Ministerial Level Meeting Agenda.  After the presentation of the MM Agenda, 
the same was formally adopted by the Forum. 
 

2. In Sessions 2-1 and 2-2, which were chaired by Mr. Sang-Mok LEE of Korea 
and Mr. Qiufa CHEN of China, chaired the session respectively. The new 
Director General of IAEA, Mr. Yukiya AMANO, made a video presentation. 
After that, each of the ten member  countries delivered their Country Report, 
focusing on their nuclear policy status and on their respective activities involving 
nuclear power and radiation application and highlighting relevant regional and 
international cooperation in their countries.  
 

3. In Session 3, which was chaired by Dr. Maximus ONGKILI of Malaysia, Dr. 
Sueo MACHI, FNCA Coordinator of Japan, reported on the results of the 10th 
FNCA Coordinators Meeting and presented the progress report and annual plan 
of the individual FNCA projects.  The annual plan was eventually endorsed 
upon by the Ministerial Level Meeting. 
 
Mr. Takahiko ITO, Chairperson of the 1st Meeting of the 3rd Phase Study Panel, 
and Commissioner of Japan Atomic Energy Commission (JAEC, Japan), then 
presented the outcomes of the study panel meeting. Practical experience of the 
countries that have already introduced nuclear power plants (China, Japan, and 
Korea) and the needs of the countries that are planning to newly introduce 
nuclear power plants were shared among member countries, and they exchanged 
meaningful opinions with one another. It was also reported that the web-based 
Human Resource Development (HRD) database resulted from the 1st panel 
meeting held in October 2007 had been in service since 2009 April. 
 

 

 

添付資料５



 20

Dr. Takeshi YOKOO, Deputy Director of the Office of Atomic Energy Policy, 
Cabinet Office of Japan, thereafter reported on the results of the CDM (Clean 
Development Mechanism) Case Studies which has been performed since April 
2009. The results of the study suggested that nuclear power can be fully eligible 
for the CDM Project in terms of positive green house gas emission reduction and 
financial return.  
  

4. In Session 4, which was chaired by Mr. Yeafesh OSMAN of Bangladesh, a Lead 
Speech was delivered by Dr. Shunsuke KONDO, Chairman of the Atomic 
Energy Commission of Japan, setting off a roundtable discussion on the 
possibilities of cooperation among FNCA member countries in the area of 
developing further cooperation in nuclear power application. Two proposals 
were raised: the first, FNCA member countries will work together to strengthen 
cooperation for the development or enhancement of infrastructure for ensuring 
nuclear safety, security and non-proliferation, including the development of 
human resources and technical bases for that and the sharing of knowledge 
concerning countermeasures against earthquakes, tsunamis, and other disasters 
peculiar to the Asian region. "Study Panel on the Approaches Toward 
Infrastructure Development for Nuclear Power" should be facilitated in this 
regard. Second, based on the results of CDM case studies, it was suggested to 
include nuclear power in the crediting mechanisms under the UNFCCC. FNCA 
member countries will cooperate with each other in preparation for the 
discussion to be held in each country and in the international community.  
 
The meeting expressed their approval of these proposals, and the meeting agreed 
with giving the relevant instruction to the Coordinators Meeting, experts meeting, 
and other related working groups. 
 

5. In Session 5, which was chaired by Dr. Estrella F. ALABASTRO of the 
Philippines, a Lead Speech was delivered by Dr. Sueo MACHI of Japan which 
set the tone of discussions on the future scope of the FNCA projects, while 
highlighting research reactor application to contribute to Mo-99 supply and 
semi-conductor production through networking among the FNCA countries. The 
Philippines proposed to host the forum on commercialization of nuclear 
technology  in 2010, where not only nuclear experts but also business persons 
will be invited. Malaysia proposed the business forum back to back with the 
FNCA Ministerial Level meeting. The meeting appreciated it and expected to 
receive its report at the next Ministerial Level Meeting. 
 
The meeting expressed their approval of these proposals, and the meeting agreed 
with giving the relevant instruction to the Coordinators Meeting, experts meeting, 
and other related working groups, as well as session 4. Vietnam proposed to 
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publish success stories of technology developed by FNCA. Vietnam also 
proposed to share the existing large nuclear research facilities in the region.  
 

6. In Session 6, which was chaired by Dr. Hudi HASTOWO of Indonesia, Mr. 
KAJITA proposed a resolution of the FNCA member countries to work toward 
enhancing the cooperation in nuclear science and technology. The resolution was 
met with favor and was adopted.  
 
The following action plans were also accepted: a) to implement the 11 FNCA 
projects in the eight various fields, in accordance with the plans proposed by the 
10th Coordinators Meeting, b) to conduct the 11th Ministerial Level Meeting in 
China in 2010, c) to conduct the 11th Coordinators Meeting in Tokyo, Japan, in 
2010 March, d) to conduct the 2nd meeting of the “Study Panel on the 
Approaches Toward Infrastructure Development for Nuclear Power” in Korea, 
and e) to continue the CDM Case Studies with different conditions, of which 
details will be decided at the 11th Coordinators’ Meeting. 
 

7. In Session 7 (Closing Session), which was chaired by Dr. Huu Tan VUONG of 
Vietnam, the body confirmed the Resolution and the summary of the 10th FNCA 
Ministerial Level Meeting, which were proposed by Mr. KAJITA. Mr. Qiufa 
CHEN of China made a remark mentioning hosting of the next FNCA 
Ministerial Level Meeting. The Closing Remark was then delivered by Dr. 
Shunsuke KONDO, Chairman of the Atomic Energy Commission of Japan, after 
which a Question-and-Answer Session with the press was conducted. 
 


